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被補償者が公共事業などにより補償金を受け取ることによって、所得税や住民税の増加や各種年金や保険

料に影響を受けることがあるが、漁業補償については特に収用等の対象となる補償の種類が分かれており、交

渉時において収用等の場合の課税上の特例措置が補償内容の説明時より大きな問題となっており難航する

場合が多々ある。 

取り組み事例として漁業補償費に対する課税上の特例措置の検討結果の一部を紹介させていただく。 

なお、今回検討した結果については被補償者の要望を満たすものではなかったが、真摯に対応したことに

より信頼を勝ち得、後の補償交渉が円滑にすすみ早期の解決が図れた事例である。 
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１．検討に至った経緯 

交渉時に被補償者より「補償金を一括して受け

取ると所得税額が高くなる」、「補償金を分割しても

らうことができないか」と話があり、「複数年にわたり

分割した補償金の支払いは会計制度上できな

い」、「漁業補償は一事業に対し一度の補償」であ

ることを回答したが、被補償者に一定の理解をして

いただくまで相当の日数を要することとなった。 

本件は、漁業補償交渉を円滑に進めるため、漁

業補償における課税上の特例措置を検討した一

例である。 

 

２．平均課税制度のあらまし 

平均課税制度とは補償金など臨時所得がある

場合、通常の累進課税の税率を適用すると高額と

なる際に累進課税率の判定の金額を下げるもので

ある。 

・もとから税金のかからない場合や最低税率

(5％)の場合には効果はない。 

・変動所得の増加額や臨時所得の金額が少な 

 

 

い場合には税額が変わらない場合がある。 

 

所得税法第９０条１項より 

平均課税制度が適用できると、通常の累進税率よ

りも低い税率を適用して税額を計算できる。 

計算方法は、まず、一時的、臨時的に受け取った

補償金、契約金や更新料について、その５分の１

（２０％）の金額を算出する。 

次にその算出した金額に累進税率をあてはめて乗

じた金額を５倍することで税額を計算する。 
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（例）前年と変動所得の差がなく、今年に臨時所

得が１０００万円発生したケース 

 
<図-１>                            

 
<図-２> 

 <表-1>より平均課税制度を利用した場合と利用

しなかった場合の納税額の差は約 125 万円となる

ことがわかる。 

 

３．漁業法のあらまし 

我が国の漁業の歴史は古く、近代に至るまで

原則として誰でも自由に行うことができ、特定の

者によって禁止されるようなことはなかった。それ

らについては、大化の改新の際に出された大宝

律令の雑令の中に記されている。 

奈良時代 

・「山川藪沢の利は公私これを共にす」 

・万人による自由使用の原則 

江戸時代 

・「磯猟は地付根付次第なり、沖は入会」 

・地先水面･･･沿岸部落民が独占利用 

・沖合水面･･･原則共同的な利用に解放 

１９４９年（昭和２４年）現行漁業法公布 

慣行として行われてきた沿岸漁場の全面的整

理  

・漁業権の免許期間を１０年または５年に短縮 

・特定の漁業は大臣または知事の許可制 

・漁業調整委員会制度の設置 

・内水面漁業について増殖を中心とした特別規

定 

 
 
 

 

 

 

 

４．漁業補償の種類 
①消滅補償 

・漁業権等に係る漁場の全部又は一部が、事業

施工中及び事業施工後漁場の全部又は一部が失

われ、漁業権等の行使ができなくなることをいう。 

・国土交通省の公共用地の取得に伴う損失補償

基準第２１条、同運用方針第９ 

補償内容 

・埋め立てなどに伴い将来的に当該範囲で漁業

ができなくなることに対する補償。 

    

②漁場価値減少 

・漁業権等に係る漁場の全部又は一部におい

て、構造物等を設置することにより、漁業権等の行

使に支障が生じ、付近の海面の漁獲が恒久的に

減少する場合に対する補償。 

・国土交通省の公共用地の取得に伴う損失補償

基準第２９条、同運用方針第１５ 

補償内容 

・施工に伴い魚貝類の棲息環境が変化し、漁業

の行使に支障が生じ、付近海面の漁獲が減少す

ることに対する補償。 

 

③漁労制限補償 

・漁業権等に係る漁場の全部又は一部が、事業

施工中及び事業施工後漁場が原状回復するまで

の期間、一時的に漁業権等の行使ができなくなる

場合、または行使に支障を生じる場合に対する補

償。 

・国土交通省の公共用地の取得に伴う損失補償

基準第２９条、同運用方針第１５ 

補償内容 
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・施工に伴い航泊禁止区域など漁業が制限され

る範囲について、工事期間中に当該範囲で漁業

ができなくなることに対する補償。 

 

④影響（事業損失）補償 

・港湾工事等の施工に伴い、水質の汚濁、潮流

の変化、水温の変化等により漁獲が減少すること

が確実に予見され、かつ、これらの損害が社会生

活上受忍すべき範囲を超えるものである場合に

は、あらかじめ事業損失として補償する。 

・公共用地の取得に伴う損失補償基準要綱の施

行について第３ 

補償内容 

・工事施工に伴う濁りの影響により漁獲が減少す

ること等が確実に予見されるためあらかじめ事業損

失として補償。 

 

漁業補償の主なものとしては上記の４項目があ

げられる。 

 

 

   

５．漁業補償における課税の特例 

平均課税制度の検討について 

漁業補償とは被補償者が当該権利を行使する

ことによって得られる収益と水産資源の将来性を

考慮して支払われるものであり、それを臨時所得と

して確定申告してしまうと納税額が高額になること

もある。 

漁業補償における課税の特例としては租税特別

措置法第３３の４として認められている消滅補償、

漁場価値減少補償の２項目がある。 

 

所得税法施行令第 8 条第 3 項より 

「一定の場所における業務の全部又は一部を 

休止し、転換し又は廃止することとなった者が、当

該休止、転換又は廃止により当該業務に係る３年

以上の期間の不動産所得、事業所得又は雑所得

の補償として受ける補償金に係る所得」 

とある。 

漁労制限補償とは一時的に漁業権等の行使が

できなくなる場合、または行使に支障を生じる場合

であると定義されている。 

施工区域等の航泊禁止区域を設定するとその

海域では、漁業権等の行使はできないため被補償

者の個別事情によっては適用の可能性があると考

えられることから平均課税制度の適用について検

討を行うこととした。 

 

平均課税制度の適用条件 

・変動所得と臨時所得がその年の総所得の２

０％以上であること。 

(変動所得＋臨時所得)≧総所得額の２０％ 

・過去２年間の間に変動所得と臨時所得があっ

た場合、その２年分の変動所得と臨時所得の５

０％がその年の変動所得以上であること。 

前年と前々年の(変動所得＋臨時所得)×５０％ 

   ＜その年の(変動所得＋臨時所得) 

 

変動所得とは 

・漁獲やのりの採取による所得  

・はまち、まだい、ひらめ、かき、うなぎ、ほたて

貝、真珠、真珠貝の養殖による所得 

・原稿、作曲の報酬による所得 

・著作権の使用料による所得 

 

臨時所得とは 

・プロ野球選手やサッカー選手などが一時に受

ける契約金（３年以上の期間契約を結び、その

金額が年額報酬の２年分以上であるもの） 

・土地や建物などの不動産（更新料、礼金、返還

不要の敷金）、借地権、特許権、実用新案権な

どで一時にうける権利金や頭金（３年以上の期

間契約を結び、その金額が年額報酬の２年分

以上であるもの。ただし、譲渡所得になるもの

は除く） 

・公共事業の施工などに伴い事業を休業、廃業

することにより、受ける補償金（３年以上の期間

分の事業所得の補償として受け取る補償金） 

・鉱害その他の災害により事業などに使用してい

る資産について損害を受けた補償金（３年以上

の期間分の事業所得の補償として受け取る補

償金） 

 

平均課税制度の検討結果について 

漁業補償とは今後受けると想定される損失に

ついて前もって補償を行うものである。 
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また、漁業補償のうち平均課税制度の対象は

「事業施工中または事業施工後に予想される漁

業権等の行使ができなる場合の損失に対する補

償」である。 

通常漁業補償においては被補償者の所属する

団体に対して補償金の総額を算定する手法を

取っていることから被補償者一人一人に対し、

平均課税制度の対象となる金額を算定すること

が困難である。 

したがって、今回検討の背景にある漁業者か

らの申し入れについては適用に則さないと判断

し断念することとなった。 

 

 

５．おわりに 

今回被補償者の要望に対して望まれる回答を提

示することはできなかったが、被補償者に対し検討

した結果をもらさず説明することによって起業者と

して信頼を得ることができ、その後の漁業補償交渉

については円滑にすすみ早期の解決を図ることが

できた。 

漁業補償交渉は団体交渉という特殊性もあり、被

補償者の要望に応えることがすべてとは考えない

が、望まれる結果でなくてもきちんと考え、調べ、伝

えるなどの丁寧な対応することが必要不可欠であ

ると思われる。 
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